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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 12,353 ― 527 ― 480 ― 236 ―

20年3月期第2四半期 11,579 △7.5 605 56.5 562 59.5 302 99.5

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 21.26 ―

20年3月期第2四半期 26.68 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 28,800 10,413 36.0 934.75
20年3月期 28,989 10,339 35.5 919.98

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  10,360百万円 20年3月期  10,289百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
21年3月期 ― 5.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 5.00 10.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 24,300 1.3 1,350 5.2 1,250 4.6 640 37.5 57.22

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」（２）をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は４ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」（３）をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な理由に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等に
より、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は３ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．連結業績予想に関する定性的情報」を参照してく
ださい。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  11,654,360株 20年3月期  11,654,360株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  570,251株 20年3月期  469,951株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  11,138,788株 20年3月期第2四半期  11,336,475株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、原油を始めとする原材料価格は下落基調となったものの、米国

サブプライムローン問題を主因とした全世界レベルの金融不安が拡大し、景気の先行きについては一層の減速感が増

してきました。 

 物流業界におきましては、コストダウン要請や燃料価格の高止まり、安全規制の強化、環境問題への対応等、取り

巻く経営環境は厳しい状況が続きました。 

 このような経営環境の中にあって、当社グループは「第Ⅱ次３ヵ年経営計画」の最終年度を迎え、「営業力強

化」、「現場力強化」、「収益性向上」の基本方針を徹底し、収益確保及び品質向上を重点課題として目標達成に向

け努力してまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の営業収益は123億53百万円（前年同期比6.7％増）となりました。利益面

につきましては、平成20年２月に新規業務として取扱いを開始しました生活関連商品に係るセンター業務のコスト削

減が計画通り進まず、営業利益は５億27百万円（前年同期比12.9％減）、経常利益は４億80百万円（前年同期比

14.5％減）、四半期純利益は２億36百万円（前年同期比21.7％減）となりました。 

事業の種類別セグメント  

①貨物自動車運送事業  

 貨物自動車運送事業におきましては、荷主の物流コスト削減要請、一般貨物低迷の基調がここ数年続いておりま

す。 

 このような状況の中、当社グループの物流センター業務代行、流通加工業務に注力し新規顧客の獲得に向け努力し

てまいりました。当第２四半期連結累計期間は、生活関連商品に係るセンター業務を中心として既存顧客の取引深耕

により事業拡大を図りました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間における貨物自動車運送事業収入は119億円（前年同期比7.2％増）となり

ました。利益面につきましては、平成20年２月に新規業務として取扱いを開始しました生活関連商品に係るセンター

業務のコスト削減が計画通り進まず、営業利益は６億93百万円（前年同期比11.7％減）となりました。 

②不動産賃貸事業  

 不動産賃貸事業収入は、４億21百万円（前年同期比0.0％増）となり、営業利益は２億44百万円（前年同期比1.8％

減）となりました。 

③その他事業  

 リース業務、コンピュータソフト開発業務、保険代理店業務を中心としたその他事業収入は31百万円となり、営業

利益は７百万円（前年同期比19.0％減）となりました。 



２．連結財政状態に関する定性的情報 

（流動資産）  

 当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、69億９百万円（前連結会計年度末は68億51百万円）とな

り、57百万円増加しました。現金及び預金の増加１億36百万円、受取手形及び営業未収金の減少66百万円が主な要因

です。 

（固定資産）  

 当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、218億91百万円（前連結会計年度末は221億37百万円）と

なり、２億45百万円減少しました。 

（流動負債）  

 当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、126億１百万円（前連結会計年度末は116億43百万円）と

なり、９億58百万円増加しました。短期借入金（一年内返済予定長期借入金含む）の増加８億81百万円が主な要因で

す。 

（固定負債）  

 当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、57億85百万円（前連結会計年度末は70億６百万円）とな

り、12億22百万円減少しました。長期借入金の減少11億69百万円が主な要因です。 

（純資産）  

 当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、104億13百万円（前連結会計年度末は103億39百万円）とな

り、74百万円増加しました。四半期純利益２億36百万円と配当金55百万円等の支払いにより利益剰余金が１億80百万

円増加しましたが、株価の下落によりその他有価証券評価差額金が78百万円減少したことが主な要因です。 

 この結果、自己資本比率は0.5ポイント上昇し36.0％となりました。 

（キャッシュ・フローの状況）  

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動の結果得られた

資金が９億34百万円ありましたが、投資活動の結果使用した資金４億14百万円と財務活動の結果使用した資金３億83

百万円により、前連結会計年度末に比べ１億36百万円増加し、当四半期末には38億56百万円になりました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」  

 営業活動の結果得られた資金は、９億34百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益４億65百万円

と減価償却費５億63百万円によるものであります。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」  

 投資活動の結果使用した資金は、４億14百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出３億85百

万円によるものであります。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」  

 財務活動の結果使用した資金は３億83百万円となりました。これは主に短期借入金による収入164億１百万円、短

期借入金の返済による支出159億21百万円、長期借入金による支出７億68百万円によるものであります。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

今後のわが国経済状況は、サブプライムローン問題を主因とした全世界レベルでの景気後退懸念等、企業業績

や個人消費に与える影響が更に増大し、先行きが益々厳しくなっていくものと予想されます。 

物流業界におきましては、輸送量の減少が止まらず、更に規制緩和による競争激化、原油価格の高止まり、運

賃水準の低落傾向、労働力確保等厳しい状況が続くものと思われます。 

このような状況の中、当社グループは全員営業による収益増加を経営の最重点課題として取組むとともに、既

存事業領域の拡張と新規事業領域への参入を積極的に進め、この厳しい経営環境を乗り切ってまいります。 

平成20年５月14日に公表しました通期の業績予想に変更はありません。 



４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

 該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

① 簡便な会計処理  

（1）固定資産の減価償却の算定方法  

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却の額を期間按分して算定する方法に

よっております。  

（2）税金費用の計算 

連結財務諸表における重要性が乏しい連結会社において、税引前四半期純利益に前年度の損益計算書にお

ける税効果会計適用後の法人税等の負担率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

② 四半期連結財務諸表作成に特有の会計処理  

税金費用の計算については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用 

 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を

第１四半期連結会計期間から適用し評価基準については、主として先入先出法による原価法から主として先入

先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

③「リース取引に関する会計基準」の適用 

 「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30日 

企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成６年１月

18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連結会計期間から早期に適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、借手側はリース資産、貸手側はリース投資資産として

計上しております。 

 また、当該取引に係る借手側のリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零として算定する方法によっており、貸手側のファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準につい

ては、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,867,057 3,730,775

受取手形及び営業未収金 2,689,694 2,756,315

商品 9,657 4,695

貯蔵品 14,135 19,523

その他 334,966 346,281

貸倒引当金 △6,187 △6,041

流動資産合計 6,909,325 6,851,550

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,156,613 6,336,712

土地 11,925,276 11,925,276

その他（純額） 1,636,994 1,712,787

有形固定資産合計 19,718,884 19,974,776

無形固定資産   

のれん 172,046 198,515

その他 187,401 151,223

無形固定資産合計 359,448 349,739

投資その他の資産 1,812,788 1,813,133

固定資産合計 21,891,121 22,137,648

資産合計 28,800,447 28,989,199

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 1,589,912 1,661,618

短期借入金 7,430,258 6,548,977

未払法人税等 237,321 287,130

預り金 2,166,084 2,015,031

賞与引当金 212,976 189,491

その他 965,136 940,891

流動負債合計 12,601,689 11,643,140

固定負債   

長期借入金 3,827,294 4,997,065

退職給付引当金 677,517 672,595

役員退職慰労引当金 437,277 424,187

負ののれん 2,196 4,393

その他 841,243 908,754

固定負債合計 5,785,529 7,006,996

負債合計 18,387,219 18,650,136



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,772,784 1,772,784

資本剰余金 1,628,029 1,628,029

利益剰余金 7,119,527 6,938,668

自己株式 △208,170 △169,363

株主資本合計 10,312,170 10,170,118

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 53,992 132,613

繰延ヘッジ損益 △5,324 △13,347

評価・換算差額等合計 48,668 119,265

少数株主持分 52,389 49,677

純資産合計 10,413,228 10,339,062

負債純資産合計 28,800,447 28,989,199



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業収益 12,353,232

営業原価 11,145,134

営業総利益 1,208,098

販売費及び一般管理費  

給料及び手当 169,689

賞与引当金繰入額 12,933

退職給付費用 5,431

役員退職慰労引当金繰入額 13,090

貸倒引当金繰入額 1,294

その他 477,729

販売費及び一般管理費合計 680,169

営業利益 527,929

営業外収益  

受取利息 3,751

受取配当金 19,979

負ののれん償却額 2,196

その他 20,338

営業外収益合計 46,266

営業外費用  

支払利息 86,756

その他 6,845

営業外費用合計 93,601

経常利益 480,594

特別利益  

固定資産売却益 8,247

その他 875

特別利益合計 9,123

特別損失  

固定資産除売却損 23,475

その他 544

特別損失合計 24,019

税金等調整前四半期純利益 465,697

法人税等 226,204

少数株主利益 2,711

四半期純利益 236,781



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 465,697

減価償却費 563,267

のれん償却額 26,468

負ののれん償却額 △2,196

貸倒引当金の増減額（△は減少） 940

受取利息及び受取配当金 △23,731

支払利息 86,756

固定資産除売却損益（△は益） 15,227

売上債権の増減額（△は増加） 66,621

たな卸資産の増減額（△は増加） 425

仕入債務の増減額（△は減少） 47,165

その他 31,801

小計 1,278,443

利息及び配当金の受取額 23,912

利息の支払額 △87,039

法人税等の支払額 △280,646

営業活動によるキャッシュ・フロー 934,669

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △618

定期預金の払戻による収入 1,200

有形固定資産の取得による支出 △385,487

有形固定資産の売却による収入 12,179

無形固定資産の取得による支出 △57,799

投資有価証券の取得による支出 △1,729

投資有価証券の売却による収入 18,326

貸付けによる支出 △13,860

貸付金の回収による収入 17,838

その他 △4,606

投資活動によるキャッシュ・フロー △414,557

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 16,401,000

短期借入金の返済による支出 △15,921,000

長期借入金の返済による支出 △768,490

自己株式の取得による支出 △38,806

配当金の支払額 △55,951

財務活動によるキャッシュ・フロー △383,248

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 136,863

現金及び現金同等物の期首残高 3,719,846

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,856,710



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

     当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

〔所在地別セグメント情報〕 

当第２四半期連結累計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため

該当事項はありません。 

〔海外売上高〕 

当第２四半期連結累計期間において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 

６．その他の情報 

  

  

 
貨物自動車
運送事業 
（千円） 

不動産賃貸
事業 
（千円） 

その他事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

 営業収益            

(1）外部顧客に対する売上高 11,900,459 421,527 31,245 12,353,232 － 12,353,232 

(2）
セグメント間の内部売上

又は内部売上高 
－ － － － － － 

  計 11,900,459 421,527 31,245 12,353,232 － 12,353,232 

 営業利益 693,560 244,905 7,175 945,641 △417,711 527,929 



「参考資料」 

前年同四半期に係る財務諸表 

（１）中間連結損益計算書 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   11,579,188 100.0 

Ⅱ 売上原価   10,255,718 88.6 

売上総利益   1,323,470 11.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   717,617 6.2 

営業利益   605,852 5.2 

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息 3,874     

２．受取配当金 22,419     

３．その他 26,300 52,594 0.5 

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息 84,604     

２．その他 11,644 96,248 1.8 

経常利益   562,198 4.9 

Ⅵ 特別利益       

１．固定資産売却益 866     

２．貸倒引当金戻入益 984 1,850 0.0 

Ⅶ 特別損失       

１．固定資産除却損 14,648     

２．リース解約弁済金 2,172 16,820 0.1 

税金等調整前中間純利益   547,228 4.7 

法人税、住民税及び事業
税 261,943     

法人税等調整額 △16,685 245,257 2.1 

少数株主利益   △443 △0.0 

中間純利益   302,413 2.6 

       



（２）中間連結キャッシュ・フロー計算書 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日） 

区分 金額(千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益  547,228 

減価償却費  559,973 

のれん償却額 26,468 

負ののれん償却額 △2,196 

貸倒引当金の増減額 △2,239 

賞与引当金の増減額 16,887 

退職給付引当金の減少額 △24,839 

役員退職慰労引当金の増減額 7,300 

受取利息及び受取配当金 △26,293 

支払利息 86,483 

固定資産売却益 △866 

固定資産除却及び売却損 14,648 

受取手形及び営業未収金の増減額 190,546 

たな卸資産の増減額 685 

破産・更生債権等の増減額 1,569 

その他の資産の増減額 20,701 

支払手形及び営業未払金の増減額 24,319 

未払消費税等の増減額 △37,025 

預り金の増減額 △90,986 

預り保証金の減少額 △29,338 

その他の負債の増減額 △62,263 

小計 1,220,762 

利息及び配当金の受取額 26,488 

利息の支払額  △96,150 

法人税等の支払額  △231,298 

営業活動によるキャッシュ・フロー 919,801 

 



 
前中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
  至 平成19年９月30日） 

区分 金額(千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金預入による支出 △614 

投資有価証券の取得による支出  △1,620 

有形固定資産の取得による支出  △326,997 

有形固定資産の売却による収入 3,986 

無形固定資産の取得による支出  △26,354 

貸付金の実行による支出  △21,260 

貸付金の回収による収入  25,119 

その他投資活動による支出  △5,842 

その他投資活動による収入  4,238 

投資活動によるキャッシュ・フロー △349,345 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金による収入 4,784,000 

短期借入金の返済による支出  △5,028,000 

長期借入金による収入  200,000 

長期借入金の返済による支出  △924,828 

社債の償還による支出 △20,000 

自己株式の取得による支出  △72,971 

親会社による配当金の支払額  △57,213 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,119,012 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） △548,555 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 4,415,226 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 3,866,670 



（３）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。  

    ２．各区分の主な業務 

     （1）貨物自動車運送事業・・・貨物自動車運送業務、庫内作業業務 

     （2）不動産賃貸事業  ・・・不動産賃貸業務 

     （3）その他事業    ・・・リース業務、コンピュータソフト開発業務、保険代理店業務 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等、

管理部門に係る費用であり、その金額は437,584千円であります。 

〔所在地別セグメント情報〕 

前中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事

項はありません。 

〔海外売上高〕 

前中間連結会計期間において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

 
貨物自動車 
運送事業 
（千円） 

不動産 
賃貸事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

営業収益            

(1）外部顧客に対する営業収

益 
11,104,292 421,424 53,471 11,579,188 － 11,579,188 

(2）セグメント間の内部収益

又は振替高 
－ － － － － － 

計 11,104,292 421,424 53,471 11,579,188 － 11,579,188 

営業費用 10,319,078 172,062 44,609 10,535,751 437,584 10,973,335 

営業利益 785,213 249,362 8,861 1,043,437 △437,584 605,852 
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